
平成30年5月7日 

各 位 
会 社 名 東海旅客鉄道株式会社 
代表者名 代表取締役社長 金子 慎 
（コード番号 9022 東 証、名証各第１部）

問合せ先 執行役員広報部長 丹羽 俊介 
        （TEL．052‐564‐2549） 

 
 

子会社における「平成30年３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知らせ」 
の訂正について 

 
 
当社の連結子会社である日本車輌製造株式会社（以下、日本車両）が、平成30年４月25日に公

表した「平成30年３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知らせ」を訂正して公表しまし

たので、別添のとおりお知らせいたします。 

なお、日本車両の平成30年３月期決算の訂正に伴う当社の連結業績への影響は軽微であるため、

平成30年４月26日に公表した当社の平成30年３月期連結業績および平成31年３月期連結業績予

想に変更はありません。 

 
 

以 上 



各　　　位
   会 社 名
   代表者名 　　　代表取締役社長 五十嵐　一弘

（コード：7102　東証、名証第１部）
   問合せ先 　　執行役員総務部長 垣 屋　 　誠

      （ ℡  052 - 882 - 3316 ）

　　

　

Ⅰ 訂正理由

Ⅱ 訂正内容

(訂正前)

１．平成30年３月期通期の連結業績予想と実績値との差異

（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

―

増　減　率（％） 2.5 59.9 61.0 ― ―

（参考）前期連結実績
（平成29年３月期）

101,093 △ 5,104 △ 5,149 △ 5,124 △ 35.50 

増 減 額 (Ｂ－Ａ) 2,310 2,515 

実績値(Ｂ) 95,310 6,715 

93,000 

2,564 2,579 

6,764 △ 8,821 △ 61.12 

百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(Ａ)
百万円 百万円

4,200 4,200 △ 11,400 △ 78.98 

１株当たり
連結当期
純利益

平成30年5月7日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社

(訂正)

記

連結売上高
連結営業

利益
連結経常

利益

親会社株主
に帰属する
当期純利益

「平成30年３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知らせ」
の訂正について

平成30年４月25日に公表しました「平成30年３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知ら

せ」につきまして、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下線を付しております。

本日公表の「受注損失引当金の減少および価格調整金の計上額の変動に関するお知らせ」の影響を踏

まえ、「（訂正・数値データ訂正）修正後発事象に係る「平成30年3月期決算短信〔日本基準〕（連

結）」の訂正について」のとおり、平成30年３月期の実績値の訂正を行ったことによるものです。



２．平成30年３月期通期の個別業績予想と実績値との差異

（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

３．差異の理由

(訂正後)

１．平成30年３月期通期の連結業績予想と実績値との差異

（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

―

（参考）前期連結実績
（平成29年３月期）

101,093 △ 5,104 △ 5,149 △ 5,124 △ 35.50 

増　減　率（％） 2.5 73.0 74.2 ―

△ 57.30 

増 減 額 (Ｂ－Ａ) 2,310 3,066 3,115 3,129 ―

実績値(Ｂ) 95,310 7,266 7,315 △ 8,271 

１株当たり
連結当期
純利益

前回発表予想(Ａ)
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

93,000 4,200 4,200 △ 11,400 △ 78.98 

連結売上高
連結営業

利益
連結経常

利益

親会社株主
に帰属する
当期純利益

（参考）前期個別実績
（平成29年３月期）

90,485 △ 5,230 △ 5,083 △ 35.21 

増　減　率（％） 2.8 53.4 ― ―

百万円 円 銭

前回発表予想(Ａ)
百万円 百万円

3,900 △ 17,200 △ 119.16 

実績値(Ｂ) 89,426 5,984 

87,000 

2,867 増 減 額 (Ｂ－Ａ) 2,426 2,084 ―

△ 14,333 △ 99.30 

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

売上高は、連結・個別ともに、鉄道車両事業における部品販売や建設機械事業が堅調に推移した

ことなどから増加いたしました。

営業利益および経常利益は、連結・個別ともに、本日公表の「受注案件における損失の発生につ

いて」のとおり鉄道車両案件で新たな損失が発生しておりますが、その損失額は概ね業績予想に織

り込んでいた業績低迷リスクの範囲内となりました。これに加えて、建設機械事業をはじめとした

その他の国内各事業が概ね堅調に推移したことなどから、予想値から増加いたしました。

当期純損失は、連結・個別ともに、経常利益が増加したことから減少し、予想に比して改善いた

しました。



２．平成30年３月期通期の個別業績予想と実績値との差異

（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

３．差異の理由

以　上

（参考）前期個別実績
（平成29年３月期）

90,485 △ 5,230 △ 5,083 △ 35.21 

増　減　率（％） 2.8 66.8 ― ―

増 減 額 (Ｂ－Ａ) 2,426 2,605 3,388 ―

実績値(Ｂ) 89,426 6,505 △ 13,812 △ 95.68 

前回発表予想(Ａ)
百万円 百万円 百万円 円 銭

87,000 3,900 △ 17,200 △ 119.16 

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

売上高は、連結・個別ともに、鉄道車両事業における部品販売や建設機械事業が堅調に推移した

ことなどから増加いたしました。

営業利益および経常利益は、連結・個別ともに、平成30年４月25日に公表しました「受注案件に

おける損失の発生について」のとおり鉄道車両案件で新たな損失が発生しておりますが、その損失

額は概ね業績予想に織り込んでいた業績低迷リスクの範囲内となりました。これに加えて、建設機

械事業をはじめとしたその他の国内各事業が概ね堅調に推移したことなどから、予想値から増加い

たしました。

当期純損失は、連結・個別ともに、経常利益が増加したことから減少し、予想に比して改善いた

しました。



各　　　位
   会 社 名
   代表者名 　　　代表取締役社長 五十嵐　一弘

（コード：7102　東証、名証第１部）
   問合せ先 　　執行役員総務部長 垣 屋　 　誠

      （ ℡  052 - 882 - 3316 ）

　　

　

１．受注損失引当金の減少について

２．個別決算における価格調整金の計上額の変動について

３．業績等に与える影響

以　上

平成30年5月7日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社

受注損失引当金の減少および

価格調整金の計上額の変動に関するお知らせ

記

平成30年４月25日に公表しました平成30年３月期連結決算について、当社の米国子会社であるNIPPON 

SHARYO U.S.A.,INC.（以下「日本車両ＵＳＡ」という。）における受注損失引当金の計上額を減少させ

ることとなりました。また、個別決算における価格調整金の計上額についても変動が生じることとなり

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。

米国向け大型鉄道車両案件については、平成29年11月６日に公表しました「受注案件に関する解

決金の支払いおよび損失の計上に関するお知らせ」のとおり、関係当事者と和解契約を締結し終局

的に解決しています。これに伴い、現在、日本車両ＵＳＡと当該案件に関する材料調達先との間で、

発注の解約による補償金(以下、「補償金」という。)の交渉を進めているところであり、合理的に

見積もられる補償金の金額を受注損失引当金として計上しておりました。

この度、平成30年５月２日(現地時間)に、日本車両ＵＳＡと材料調達先の内１社との間で補償金

の金額について合意に至り、その金額は受注損失引当金として計上していた金額を下回りました。

このため、平成30年３月期連結決算における受注損失引当金を減少させることとし、これにより

第４四半期連結会計期間の売上原価が５億５０百万円減少しました。

なお、受注損失引当金の減少は、日本車両ＵＳＡにおいて実施するため、個別業績に与える影響

はありません。

今回の材料調達先の内１社との合意により、交渉中の材料調達先は残り２社となります。

本件に伴い、平成30年４月25日に公表した平成30年３月期の実績値を修正しております。詳細に

つきましては、本日公表の「（訂正・数値データ訂正）修正後発事象に係る「平成30年3月期決算

短信〔日本基準〕（連結）」の訂正について」および「(訂正)「平成30年３月期通期業績予想と実

績値との差異に関するお知らせ」の訂正について」をご参照ください。

上記１の処理に伴い、日米の移転価格税制を踏まえた当社と日本車両ＵＳＡとの間での価格調整

金の受払いが変動するため、平成30年３月期個別決算において、第４四半期会計期間の売上原価が

５億２１百万円減少しました。

なお、価格調整金については、個別決算において計上されるものであり、連結決算においては相

殺消去されるため、連結業績に与える影響はありません。


